
 
 

職職業業訓訓練練にに必必要要ととさされれるるⅮⅮⅩⅩ関関連連技技術術のの明明確確化化及及びび  

職職業業訓訓練練指指導導員員研研修修のの体体系系整整備備  
【 調査研究概要 】 

 

分  野：職業能力開発の実践に必要な調査研究 

担当室名：在職者訓練開発室 

  

１１．．ははじじめめにに  

近年、世の中の DX が進む中、デジタル人材

育成が産業界を含む社会全体の課題となっ

ている。職業能力開発総合大学校（以下「職

業大」という。）基盤整備センターでは、令和

5 年度から 2 年間で「職業訓練に必要とされ

る DX 関連技術の明確化及び職業訓練指導員

研修の体系整備」をテーマとし、加速化する

デジタル社会に貢献できる職業訓練及び職

業訓練指導員（以下「指導員」という。）に必

要な DX 関連技術について、民間企業等に調

査を行い、職業訓練カリキュラムのシーズ、

指導員育成のための指導員研修の体系整備

を行った。 

 

２２．．本本調調査査研研究究のの概概要要  

図1に全体のスケジュールを示す。本調査研究は、

委員会・作業部会方式で進めることとし、企業ニ

ーズ調査は効果・効率を考え民間の調査会社に業

務委託で実施することとした。 

また、委員会は、都道府県能力開発関係者2名、

高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「機構」

という。）の職業能力開発施設の指導員6名、職業

大教員2名で構成し、作業部会はそのうちの職業大

教員、機構指導員で構成した。 

令和５年度 

第１回委員会・作業部会(７月) 

・アンケート調査対象企業選定、割付案検討   ・アンケート調査票の内容検討 

・ヒアリング調査方針の確認 (委員会後に調査票、調査企業選定方針の確認) 

アンケート調査（８～９月）・ヒアリング調査(１０～１１月) 

・アンケート調査 ・ヒアリング調査 ・調査結果報告書作成 

第２回委員会・作業部会(１月) 

・調査結果報告とカリキュラムの構成要素検討 

・検討内容をまとめるためのフォーマット検討  ・今後の方向性の検討 

令和６年度 

第１回委員会・作業部会(５月) 

・DX関連技術明確化シート、DX関連スキルシートの様式・内容検討 

・職業訓練シーズの作成  ・研修体系の様式の作成方針と内容の検討 

第２回委員会・作業部会 

・ＤＸ関連技術明確化シート、DX関連スキルシートの最終確認と微修正 

・今後の活用方法の検討  ・研修体系の確認 

調査・開発報告書の作成 

図1 全体スケジュール 

 

３３．．企企業業ニニーーズズ調調査査  

３－１ 調査概要 

企業ニーズ調査の概要を図 2 に示す。今回

の企業ニーズ調査は、公的職業訓練を利用す

る機会が多い中小企業を主な対象とし、大企

業については比較用として調査した。 

調査対象企業の選定や質問内容等は、委員

会にて方針を決定し、その方針のもと作業部

会で詳細な項目を作成している。 

アンケート調査  回収目標 600 件 ヒアリング調査   20 件 

対象 ： 全国の製造業・建設業 

中小企業（従業員 50～300 人） 80％ アンケート回答企業から選定 

大企業  (従業員 400 人以上)  20％ 製造業 ： 中小企業９社 大企業２社 

製造業  60  ％  建設業 ： 中小企業７社 大企業２社 

建設業  37.5％ その他関連業 2.5％   

図2 企業ニーズ調査概要 

３－２ 調査結果 

企業ニーズ調査の結果の一部を表 1、2 に

示す。この調査結果から、企業の DX 推進の目

標が、社内でのデジタル技術の活用による業

務の効率化や人材管理の効率化などの課題

解決を目指していることがわかる。しかし、

社内全体のマインドの醸成、デジタル技術の

活用に対する理解度の不足、組織体制などか

らデジタル技術に対して関心があるにもか

かわらず、DX が進まない現状があることも明

らかになった。 

また、「DX 関連技術」として 12 の技術カテ

ゴリー、「DX 関連技術により解決したい課題

例」として 19 例について設問を設定したが、

いずれも企業は関心を持っていることが確

認できた。 

表 1 企業ニーズ調査結果 1 
DX推進の水準 

企業規模 中小全体 大企業 

 現在 将来 現在 将来 

デジタル技術前提の商品・サービスを開発 3.5 15.1 6.2 35.0 

製造や建設等の現場でデジタル技術を活用 21.7 57.9 45.7 51.3 

事務作業をデジタル化 54.4 22.1 33.3 13.8 

デジタル化への対応は進んでいない 20.4 4.9 14.8 0.0 

ＤＸにより見込める効果 

効果が見込めると回答した企業の割合 中小企業 大企業 

業務の効率化（労働生産性の向上） 81.8 92.6 

情報共有の促進（社内活性化、意思決定の迅速化）  68.5 90.1 

人的資源の効果的活用 63.1 82.7 
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表2 企業ニーズ調査結果 2 
DX推進における課題 

 中小企業 大企業 

従業員のデジタル技術に対する知識・技術不足  60.9   67.9  

ＤＸ推進の専門部署が設置されていない  44.5   22.2  

経営者・管理職のデジタル技術に対する知識・技術不足  43.5   55.6  

ＤＸ推進の人材の確保に課題がある  39.5   55.6  

マインド・スタンスの実践度 

 実践できていると回答した企業の割合 

 対象者層 中小企業 大企業 

デジタル技術の業務活用 

経営者 21.9 33.3 

ＤＸ推進者 36.8 59.4 

一般社員 13.4 24.7 

データ利活用 

経営者 36.9 45.7 

ＤＸ推進者 55.0 70.3 

一般社員 14.8 21.0 

変化への適応 

経営者 42.6 51.9 

ＤＸ推進者 60.6 73.4 

一般社員 15.4 22.2 

DX推進により解決したい業務上の課題 

今後ＤＸにより解決したいと回答した企業の割合 中小企業 大企業 

従業員のスキルの見える化 72.0 80.2 

データの共有化により業務の効率化 71.2 69.1 

担当する業務に対し、ビッグデータを収集／分析し、 

そのデータを利活用 
64.3 76.5 

過去の生産履歴を分析し、効率的な生産計画を作成 63.5 64.2 

  

４４．．DDXX 関関連連技技術術、、職職業業訓訓練練シシーーズズのの整整理理とと  

指指導導員員研研修修のの体体系系整整備備  

企業ニーズ調査の結果を踏まえ、委員会に

て職業訓練につながるシーズのまとめ方を

検討した結果、「①業務上の課題」に対し「②

DX 関連技術」を用いて「③具体的な解決例」

を示すという流れで整理していくこととし

た。①は企業ニーズ調査の設問文をベース

に、②は企業ニーズ調査全体から抽出したキ

ーワードも含めて 10 のカテゴリーとそれぞ

れに含まれる要素に整理し、③は作業部会に

て検討した。これらに、企業ニーズ調査結果

から見えるポイントも加え、①の課題ごとに

19 のシートを作成した。 

また、マインド・スタンスについては、 DX

を推進するうえで個人が身につけておくべ

きリテラシーや行動に関する内容なので、課

題に関係なく、マインド・スタンスの設問項

目ごとにまとめた。 

作成したシートの名称は、それぞれ「DX 関

連スキルシート（DX スキル）」「DX 関連スキル

シート（マインド・スタンス）」とした。その

一例を図 3に示す。 

また、DX 関連スキルシートを活用し、カリ

キュラムを検討する手順についてまとめた

「カリキュラム開発マニュアル」、職業訓練

シーズにつながる企業ニーズ調査結果のう

ち主要な数値を視覚的に整理した「DX 関連技

術明確化シート」、企業規模や業種、業務上の

課題など様々な切り口で分類し集計した結

果をまとめた「資料集」を合わせ、「職業訓練

DX カリキュラム開発ガイド」として整備し

た。 

指導員研修についても、今回まとめた DX関

連スキルシートを参考にフォーマットを作

成し、職業大の指導員研修をマッピングし研

修体系とした。 

 
図 3 DX 関連スキルシート(DX スキル) 

  

５５．．ままととめめ  

本調査研究では、技術ニーズの把握から職

業訓練カリキュラムのシーズを整理する一

連の流れを示すことができた。また、成果物

は、既存の訓練カリキュラム見直しや、新規

訓練カリキュラムの開発について有用であ

る。しかし一方で、デジタルの進展はめまぐ

るしく、常に新しい技術やトレンドが生まれ

てきている。このトレンドなどを把握した際

は、カテゴリーに新たな要素として追加する

など、常に更新していくことも重要である。 

最後に、本調査研究を進めるにあたり、多

大なるご協力いただいた都道府県能力開発

関係者をはじめとする委員各位、並びに事務

局各位に対し、心より感謝申し上げる。 
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